
◆企業の役員 223名が回答
日本能率協会が昨年 7～12月に実施した「経営者コン
ピテンシーに関するアンケート」の結果が発表されまし

た。

このアンケートは、同社の『JMA トップマネジメン
ト研修』等のセミナーを受講者した企業の役員を対象に

行ったものであり、223名が「理想の経営者に求められ
る資質」について回答しています。

変化の激しい経営環境の先頭に立つ経営者に求めら

れる資質とは、どういったものなのでしょうか？

◆「理想の経営者」に求められる資質の変化

まず、「今までの理想の経営者に求められる資質」を

尋ねたところ、上位１～５位までは、「統率力」（35.4％）、
「本質を見抜く力」（27.4％）、「強烈な意志」（16.1％）、
「人心掌握力」（12.6％）、「胆力（覚悟・腹の括り方）」
（12.1％）でした。
これに対し、「これからの理想の経営者に求められる

資質」の上位１～５位は「イノベーションの気概」

（34.1％）、「変化への柔軟性」（26.5％）、「本質を見抜
く力」（22.9％）、「ビジョンを掲げる力」（19.3％）、「過
去からの脱却」（12.1％）となりました。
どちらの質問にも上位５位までにランクインしたの

は「本質を見抜く力」だけであり、求められる資質が変

化していると認識している方が多いようです。

◆アンケート結果の分析

同協会の理事長である中村正己氏は、「これからの時

代を担う経営者には“イノベーションの気概”が求めら

れて」おり、「いまある事業をより良くするだけでなく、

ゼロから事業・市場を開拓」し、「組織を立ち上げる経

験を経て成長」してきた人が、これから「取締役や執行

役員となって次のステージに挑戦することになる」と分

これからの経営者に求められる“資質”とは？

析しています。

従来は、強力なリーダーシップを発揮して従業員を自

ら引っ張っていくようなタイプの経営者が多かったか

もしれませんが、今後は、変化を素早く察知して柔軟に

対応することでき、恐れずに改革を断行できるようなタ

イプの経営者が求められるのかもしれません。

しかし、上記の結果にもあるように、いつの時代でも

「物事の本質を見抜く力」は必要とされるようです。

厚生労働省が示した

平成 27年からの長時間労働対策

◆「過重労働等撲滅チーム」の取組み

昨年 9月、「長時間労働削減推進本部」が厚生労働省
内に設置され、長時間労働対策が強化される方針が示さ

れました。

この推進本部の中の「過重労働等撲滅チーム」による

施策として、平成 27年 1月から具体的な取組みが行わ
れます。

◆1月からの主な取組み
（１）月 100時間超の残業が行われている事業場等に
対する監督指導の徹底

「時間外労働時間数が 1カ月 100時間を超えていると
考えられる事業場」や「長時間にわたる過重な労働によ

る過労死等に係る労災請求が行われた事業場」を対象と

した、労働基準監督署による監督指導（立入調査）が徹

底されます。
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法違反を是正しない事業場については、送検も視野に

入れて対応（送検した場合には企業名等を公表）すると

のことです。

（２）インターネットによる情報監視

厚生労働省がインターネット上の求人情報等を監視・

収集し、その情報を労働基準監督署による監督指導等に

活用されます（平成 27年度からの本格実施に向けて、
平成 27年 1月から試行的に実施）。
高収入を謳う求人、求人を繰り返し行うもの等の過重

労働が疑われる求人事案に着目して行われるようです。

（３）メンタルヘルス対策の強化

メンタルヘルスの一層の向上を目指し、都道府県労働

局において次の取組みを実施します。

・ストレスチェック制度の周知（改正労働安全衛生法に

より平成 27年 12月から施行）
・ストレスチェックおよび面接指導等を行う医師、保健

師等に対する研修（平成 27年度からの実施に向けて、
平成 27年１月から準備）

◆ハローワークへの求人の不受理

また上記とは別に、厚生労働省では、過酷な労働を強

いるいわゆる「ブラック企業」からの新卒求人を、内容

にかかわらずハローワークで受理しない制度を作るこ

とを検討しているようです。

今年も引き続き、長労働時間等には行政の指導も厳し

いようですので、適切な労働時間管理に取り組んでいく

ことが必要ですね。

2 月の税務と労務の手続提出期限

［提出先・納付先］

2日
○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計表

＞の提出［税務署］

○ 給与支払報告書の提出＜1月 1日現在のもの＞［市
区町村］

○ 固定資産税の償却資産に関する申告［市区町村］

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第４期分＞

［郵便局または銀行］

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、10月～
12月分＞［労働基準監督署］

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］

○ 労働保険料納付＜延納第 3期分＞［郵便局または銀
行］

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

○ 贈与税の申告受付開始＜３月１６日まで＞［税務

署］

10日
○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞

［公共職業安定所］

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞

［労働基準監督署］

16日
○ 所得税の確定申告受付開始＜３月１６日まで＞［税

務署］

※なお、還付申告については２月１３日以前でも受

付可能。

3月 2日
○ じん肺健康管理実施状況報告の提出［労働基準監督

署］

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

～当事務所よりひと言～

当事務所の弁護士は、先日、競売不動産取扱主任

者試験に合格いたしました。従前より、マンション

管理士、宅地建物取引主任者として、不動産事件に

積極的に取り組んで参りましたが、今後も引き続き、

高い専門性を持った法的サービスを提供していく

所存です。


